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はじめに

国内のキャッシュレス決済比率は2016

年時点で19.9%であり、40%～60%超の
欧米や中国、90%に達する韓国とは差が
ある。偽造通貨の割合が他国に比べて極
めて低く、引き出しや支払いにもそれほ
ど困らないため、キャッシュレスへの
強いニーズがないという事情もある（図
表1）。

これまでの国内キャッシュレス決済は、
クレジットカードの牽引により、爆発的
ではないものの安定的に伸びてきた。ま
た、近年は異業種の参入も相次ぎ競争が
激化。Fintech投資の内訳を見ても、決
済領域はウェルス＆アセットマネジメント
に次いで投資額が大きい領域であり、グロー
バル・国内ともその傾向は変わらない。

そういった民間の流れに加え、国も、少
子高齢化に伴う生産性向上や、新産業育
成等の必要性から、キャッシュレス化を
強く推進している。キャッシュレス推進
協議会が2019年に策定したキャッシュ

レス・ロードマップでは、国内のキャッ
シ ュ レ ス 決 済 比 率 を 現 在 の 2 0 % か ら
2025年までに40%に引き上げる目標が
掲げられている。未来投資会議において
も、キャッシュレス推進のための方針や
規制緩和が議論されている。

これら国による推進の時間軸と並行し
て、デジタルに抵抗のない層の割合が増
えていく人口動態の流れがある。国の政
策と人口動態の流れが重なることによ
り、国内のキャッシュレス決済は、これ
まで以上のスピードで拡大していく可能
性を秘めている。

そういった競争環境の中で、各社は何を
考えているのか、主要プレイヤー達の動
きを見ていきたい。

海外プレイヤー達の取り組み

海外については、GAFA、中国の IT企
業、および既存のメガプレイヤー達の取
り組みを紹介したい。

GAFAは、技術力を活かした独自の切り
口で決済サービスを展開し、それぞれの
圧倒的な利用ユーザに提供している。
Appleはモバイル決済事業をいち早く開
始したが、現在は自社カードを発行し、
決済からファイナンスへとサービスを拡
大している。モバイル決済では後発の
Googleは、音声認識技術を活用した決
済サービスをインドで開始し、新たな可
能性に取り組んでいる。Amazonは、決
済を意識させない新たな購買体験を提供
し、ECからリアル店舗へと領域を広げ
ている。Facebookは仮想通貨の普及に
取り組み、SNSユーザ向けにP2P送金
サービスを提供している（図表2）。

中国では、現金の安全性と利便性が高く
ない状況下で、AlipayなどのQRコード
決済が登場し、モバイル決済が急速に普
及してきた。現在では、1つのモバイル
アプリで生活全般に渡るサービスを総合
的に提供し、各サービスと決済・金融
サービスを繋げて大きな経済圏を形成し
つつある。

既存のメガプレイヤーであるクレジット
カードの国際ブランド達は、買収やアラ
イアンスを梃に、決済と親和性のある領
域への進出を志向している。VISAは、
POS事業社を買収するなど、加盟店への
サービスを深掘ろうとしているように見
える。MasterCardは、クロスボーダー
取引に関する事業社を買収したり、新た
な決済プラットフォーム作りにR3社と
協業している。

国内における取り組み

では、国内企業の取り組みはどうか。消
費者向けの決済ビジネスは、海外の取り
組みを参考に様々な企業が一斉に参入
し、激しい競争環境にある。また、法人
向けでは、独自の切り口のサービスも生
まれつつある。

消費者向けキャッシュレス決済は、クレ
ジットカードや交通系プリペイドカード
が牽引してきたが、Apple/Google Pay

の参入、QRコード決済事業社の参入、

インバウンド顧客の取り込みに向けた、
海外で普及するType A/B規格の非接触
決済の参入など、激しい競争が繰り広げ
られている。乱立するQRコード決済で
は、異業種ではPaypayに勢いを感じる
が、金融機関による攻勢の行方も興味深
い。一部で淘汰や集約の動きも見られる
が、規格内の競争×規格間の競争という
複雑な競争は、今後も続くだろう。

また、国内でも中国のように経済圏を形
成する動きが加速している。Softbank

グループは、PaypayおよびYahooカー
ドで決済に参入し、ECサイト等のサー
ビスと決済を繋げている。モビリティで
はトヨタと提携するなど、経済圏の拡充
に向けた取り組みも始めている。

国内の金融メガグループの各社は、アラ
イアンスを梃に、それぞれの切り口で決
済 領 域 で の 巻 き 返 し を 図 っ て い る 。
MUFGはAkamai社との協業で設立した
Go-netにより、ブロックチェーンを活
用した新たな決済ネットワークの構築

に取り組んでいる。SMFGは、VISA、
GMO Payment Gateway社と協業して、
新決済システム・サービスの提供を開
始。MHFGは、QRコード決済に参入
し、地銀などと提携しながら利用者の拡
大を図っている。

業界固有の課題解決を目指す法人向けの
取り組みも活発だ。SMFG、コマツ、
INCJは、中小建設業者を支援する金融プ
ラットフォームの構築に取り組んでい
る。これは、中小建設業者が抱える業務
負荷やキャッシュフローの課題に対し、
決済と金融を切り口に解決を図ろうとす
るもので興味深い。また、特定のコミュ
ニティの課題に応えるサービスの例とし
て、日本郵船がフィリピンのTDG、およ
び弊社と協業して導入したMarCoPayが
ある。これは、船上での給与支払いや売
買、母国への送金等に使われる電子通貨
プラットフォームであり、船上という特
殊な空間での現金決済・保管の不便さや
リスクに応えている。

今後のポイント

このような競争環境で生き残っていくた
めにどのような視点で取り組むべきか。
重要なポイントが3つある。

1つ目は、顧客目線を徹底して具体性な
課題に応えるサービスを提供することで
ある。一口に顧客と言っても、消費者も
年代・性別・国籍・所得等により様々で
あり、加盟店も個人事業主から大企業ま
で様々である。企業間取引においても業
界毎に課題は異なる。これら多種多様な
顧客に向けて全体的なサービスを考える
のではなく、セグメント毎の顧客をしっ
かりと分析し、具体的な課題に立脚した
サービスを考えることが重要ではないか
と思う。既存サービスの維持・改善に長
く取り組み、組織構造もそれに合わせて
きた既存金融機関にとっては、大きな視
点・思考・行動の転換が求められる。

2つ目は、決済データの利活用方法を模
索・試行することである。現時点では決
済データの利活用方法や範囲は限られて
いる。しかし、異業種・新興企業が決済
データを蓄積しはじめ、5GやIoTにより
蓄積されるデータが質・量ともに増えて
くることにより、決済データを含めた
データの利活用への模索・試行が本格化
すると思われる。プライバシーへの配慮
の必要性など不確定な要素も多いが、新
たな利活用方法を見つけ、サービスの提
供に繋げられるかどうかが、今後を左右
する可能性を秘めているだろう。

3つ目は、サービスの提供力を高めるた
めに、適切な相手とアライアンスを組み
ながら進めることである。やりたいこと
が浮かんでも、それを1社で提供するに
は、必要なスキルが幅広く、またコスト
や時間もかかりすぎるため、適切な相手
をスピーディーに選んで協業する力も、
重要な要素になってくる。

さいごに

国内のキャッシュレス決済の競争はまだ
途上ではあるが、サービスの淘汰、異業
種・新興企業と金融機関のアライアンス
が具体化するなど、新たなステップに入
りつつあるようにも感じる。一人勝ちの
状況は生まれにくく、いくつかの経済圏
で分け合う形になるだろうし、それらの
経済圏が出来るまでの経路も1つではな
く、試行錯誤の中で形勢が入れ替わりな
がら進んでいくだろう。下克上の戦国時
代のようだが、それだけに可能性を秘め
たおもしろい領域である。

COVID-19を受けたリモートワー
ク環境の実現レベル

多くの企業のIT部門では、2020年7月に
開催予定であった一大イベント、東京五
輪に向けて、リモートワークの準備に追
われていたことであろう。しかし不運に
も、東京五輪の延期が確定したにもかか
わらず、企業のリモートワークに向けた
インフラ整備は、当初想定していた計画
を大きく変え、前倒しでの対応を余儀な
くされた。

地球規模での未曽有の危機“新型コロナ
ウィルス（COVID-19）”に陥ったためで
ある。

世界中が新型コロナウィルス騒動に見舞
われ、実体経済にも大きな影響を与え
た 。 「 ロ ッ ク ダ ウ ン 等 に よ る 需 要 減
少」、「グローバルサプライチェーンの
弱体化による供給縮小」、「マーケット

急落による財政悪化」等、様々な問題を
抱えつつ、各企業は顧客へのサービス提
供を継続する必要があった。加えて、政
府の緊急事態宣言による出社制限が相
まって、オフィスに出社せずに現状の
サービスレベルを維持することが求めら
れた。つまり、リモートワークの実現が
各企業にとって、一大ミッションとなっ
たことは間違いないだろう。

弊社の調査によると、コロナ対応を受け
て、IT部門が提供するリモートワーク環
境は、3つの段階がある。

Level1：

既存業務に対して、一定サービスレベル
は下がるものの、最低限の業務ができる
ような環境を提供

Level2：

在宅でもコロナ発生以前と同じサービス
レベルでの業務継続が可能な環境を提供

Level3：
抜本的な働き方改革を見据え、今回整備
した環境をコロナ終息後も活用する前提
で環境整備

上述した3つのリモートワークのLevelに
対して、各社の目標設定や取り組むス
ピード感に違いがみられる。

本邦証券各社におけるCOVID-19
対応の実態

ここで、本邦証券会社に目を向けると、
リモートワークの取り組みは各社様々で
あるものの、大きく3つのグループに大
別されることがわかった（図表1）。

Tier1企業

コロナ騒動以前からリモートワーク環境
が全社的に準備されており、1月から在
宅勤務体制への取り組みを開始している
企業。緊急事態宣言発令時には既にリ
モートワーク環境はLevel2まで到達。継

本邦証券業界におけるコロナ対応の実態
～COVID-19を受けて企業に問われる真のワークプレイス改革

続してLevel3に向けて対応を加速させて
いる。

Tier2企業

2月下旬より、一部に導入していた既存
リモートワーク環境の拡張に取り組み始め、
緊急事態宣言までにLevel1相当のリモー
トワーク環境を構築。コロナ長期化を視
野にLevel2以降の検討を行うも苦戦。

Tier3企業

コロナ騒動以前からリモートワーク環境
が整備されておらず、緊急事態宣言発令
後に全社的な取り組みとして動き始めた
企業。

金融機関は他の業界に比べて、リモート
ワークが進んでいない。それは、緊急事
態宣言後も政府から金融サービスは社会
インフラとして業務継続するような基本
方針が出されていることもあるが、本邦
証券業界の中の企業別にみて、なぜこの
ような違いが出るのであろうか。

明 暗 を 分 け た 「 危 機 管 理 」 と
「初動の早さ」

Tier1の企業の中でも、2011年に起きた
東日本大震災を受け、日ごろからBCP対
策に取り組み、準備をしてきた企業があ
る。だからこそ、1月中旬には、在宅勤
務体制に移行し始める、という迅速な意
思決定ができたのであろう。このような
事前の危機管理対策を怠ってきた企業
は、コロナ発生後の危機認識が低く、初
動が遅れる傾向にある。

セキュリティ対策におけるジレンマ

最低限の業務継続ができる環境（Level1）
までこぎつけた企業も、ポストコロナを
見据えた更なる環境整備に苦戦を強いら
れている。足元の業務継続ではなく、長
期的な視点での話となると、どうしても
セキュリティやコンプライアンスの観点
が重要視される。しかし、セキュリティ
の障壁が低く、実現容易な構成を採用す
ると、ユーザビリティを失い、ビジネス
部門の反感を買うこととなる。

例えば、リモートで社内のPC環境に接
続するソリューションは、大別すると4

つの方法が存在する（図表2）。

暫定的な対応として、「③オンプレVDI

接続」や、「④オフィス自席PC遠隔」
のパターンを採用している企業も多いか
と思うが、リモートワーク環境をLevel2

まで到達させるためには、実際にオフィ
スで作業しているレベルでのインフラを
提供する必要がある。つまり、クライア
ントPC側で独立して作業を可能とする
「①直接接続」のパターンを検討する必
要がある。

しかし、PCから、直接社内LANに接続
するため、ネットワークセキュリティの
検討に加え、運用・監視におけるセキュ
リティ統制も必要であり、IT部門の負荷
が増すことは公然たる事実である。IT部
門のこうしたジレンマが、Level2以降の
変革に対する減速要素となる。

弊社では、セキュリティ、特に昨今話題
となっているSASE（Secure Access Service 

Edge）の考え方を取り入れ、セキュア
に「①直接接続」パターンを実現するソ
リューションを保持している（図表3）。
弊社は当該ソリューションの導入だけで
なく、ネットワークの監視・運用、イン
シデント対応も請け負うため、上述のIT

部門のジレンマを解決し、企業のリモー
トワーク環境をクイックにLevel2到達ま
で近づけることが可能である。

業務・働き方に即した真のデジタ
ルワークプレイス改革

今回の騒動におけるIT部門の暫定的な対
応は、一般的なオフィス業務を想定した
リモートワーク環境を整備する、といっ
た大半の社員を救うことを目的とした全
体最適な対応となっている。しかし、業
務によっては、IT部門が提供したリモー

トワーク環境では救うことができず、出
社を余儀なくされた部門もある。特に証
券業務では、専用端末を使って分離され
た環境下で作業する必要があるバック部
門や、ハイスペックPCを必要とし、会
社貸与PCまたは個人端末では不十分な
トレーディング部門、法人関係情報等、
センスティブなデータを扱うホールセー
ル部門が存在する。IT部門はこうした業
務特性に応じてリモートワーク環境を準
備することが必要である。

また、上述の現行業務を単にリモート化
するだけでは不十分である。ポストコロ
ナを見据え、各証券業務がどのような
変 革を遂げるのか、証券業務の“ new 

normal”を見据えた環境構築が肝要であ
り、当然のことながら、真のデジタル
ワークプレイスは、ビジネス部門と二人
三脚で考えるべきアジェンダである。

弊社では証券業界におけるポストコロナ
に向けた“new normal”なビジネスにつ
いて、各業務ファンクション別に検討す
べきアジェンダを整理している（図表
4）。日々お客様のビジネス部門とディ
スカッションさせていただきつつ、IT部
門として準備すべきインフラ環境の構想
を行っている。

おわりに

多くの企業では、緊急事態宣言による出
社制限下での業務継続を実現するため
に、リモートワーク環境を突貫で構築・
拡張したことであろう。しかし、今回の
騒動を一時的に乗り越えるための付け焼
刃の対応で満足せず、ポストコロナ時代
における業務の在り方を見据えながら、
ワークプレイス改革を一気呵成に推し進
めるチャンスと捉えるべきである。

各企業でポストコロナの世界を生き抜くための変革を余儀なくされている。
本邦証券業界もその例外ではない。しかし、ポストコロナの大前提となるリ
モートでの「働き方」や「顧客サービス提供」を支えるインフラ整備は一朝
一夕で実現できるわけではない。

一方で、一連のコロナ騒動に対する証券会社の対応の中でも、“勝ち組”企業
が存在する。危機管理を徹底し、いち早く在宅勤務体制に移行した上で、ポ
ストコロナの世界に向けた準備を着々と進めている企業である。

本稿では、本邦証券会社のリモートワークに向けた取り組み状況から、“勝
ち組”企業になれず、次へのアクションに苦戦している企業の課題を浮き彫
りにした上で、ポストコロナを見据えた真のデジタルワークプレイス改革を
実現するための要諦をご紹介したい。

七宮　弘将　

2010年入社
ビジネスコンサルティング本部
テクノロジーストラテジー&アドバイザリーグループ
シニア・マネジャー
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えていく人口動態の流れがある。国の政
策と人口動態の流れが重なることによ
り、国内のキャッシュレス決済は、これ
まで以上のスピードで拡大していく可能
性を秘めている。

そういった競争環境の中で、各社は何を
考えているのか、主要プレイヤー達の動
きを見ていきたい。

海外プレイヤー達の取り組み

海外については、GAFA、中国の IT企
業、および既存のメガプレイヤー達の取
り組みを紹介したい。

GAFAは、技術力を活かした独自の切り
口で決済サービスを展開し、それぞれの
圧倒的な利用ユーザに提供している。
Appleはモバイル決済事業をいち早く開
始したが、現在は自社カードを発行し、
決済からファイナンスへとサービスを拡
大している。モバイル決済では後発の
Googleは、音声認識技術を活用した決
済サービスをインドで開始し、新たな可
能性に取り組んでいる。Amazonは、決
済を意識させない新たな購買体験を提供
し、ECからリアル店舗へと領域を広げ
ている。Facebookは仮想通貨の普及に
取り組み、SNSユーザ向けにP2P送金
サービスを提供している（図表2）。

中国では、現金の安全性と利便性が高く
ない状況下で、AlipayなどのQRコード
決済が登場し、モバイル決済が急速に普
及してきた。現在では、1つのモバイル
アプリで生活全般に渡るサービスを総合
的に提供し、各サービスと決済・金融
サービスを繋げて大きな経済圏を形成し
つつある。

既存のメガプレイヤーであるクレジット
カードの国際ブランド達は、買収やアラ
イアンスを梃に、決済と親和性のある領
域への進出を志向している。VISAは、
POS事業社を買収するなど、加盟店への
サービスを深掘ろうとしているように見
える。MasterCardは、クロスボーダー
取引に関する事業社を買収したり、新た
な決済プラットフォーム作りにR3社と
協業している。

国内における取り組み

では、国内企業の取り組みはどうか。消
費者向けの決済ビジネスは、海外の取り
組みを参考に様々な企業が一斉に参入
し、激しい競争環境にある。また、法人
向けでは、独自の切り口のサービスも生
まれつつある。

消費者向けキャッシュレス決済は、クレ
ジットカードや交通系プリペイドカード
が牽引してきたが、Apple/Google Pay

の参入、QRコード決済事業社の参入、

インバウンド顧客の取り込みに向けた、
海外で普及するType A/B規格の非接触
決済の参入など、激しい競争が繰り広げ
られている。乱立するQRコード決済で
は、異業種ではPaypayに勢いを感じる
が、金融機関による攻勢の行方も興味深
い。一部で淘汰や集約の動きも見られる
が、規格内の競争×規格間の競争という
複雑な競争は、今後も続くだろう。

また、国内でも中国のように経済圏を形
成する動きが加速している。Softbank

グループは、PaypayおよびYahooカー
ドで決済に参入し、ECサイト等のサー
ビスと決済を繋げている。モビリティで
はトヨタと提携するなど、経済圏の拡充
に向けた取り組みも始めている。

国内の金融メガグループの各社は、アラ
イアンスを梃に、それぞれの切り口で決
済 領 域 で の 巻 き 返 し を 図 っ て い る 。
MUFGはAkamai社との協業で設立した
Go-netにより、ブロックチェーンを活
用した新たな決済ネットワークの構築

に取り組んでいる。SMFGは、VISA、
GMO Payment Gateway社と協業して、
新決済システム・サービスの提供を開
始。MHFGは、QRコード決済に参入
し、地銀などと提携しながら利用者の拡
大を図っている。

業界固有の課題解決を目指す法人向けの
取り組みも活発だ。SMFG、コマツ、
INCJは、中小建設業者を支援する金融プ
ラットフォームの構築に取り組んでい
る。これは、中小建設業者が抱える業務
負荷やキャッシュフローの課題に対し、
決済と金融を切り口に解決を図ろうとす
るもので興味深い。また、特定のコミュ
ニティの課題に応えるサービスの例とし
て、日本郵船がフィリピンのTDG、およ
び弊社と協業して導入したMarCoPayが
ある。これは、船上での給与支払いや売
買、母国への送金等に使われる電子通貨
プラットフォームであり、船上という特
殊な空間での現金決済・保管の不便さや
リスクに応えている。

今後のポイント

このような競争環境で生き残っていくた
めにどのような視点で取り組むべきか。
重要なポイントが3つある。

1つ目は、顧客目線を徹底して具体性な
課題に応えるサービスを提供することで
ある。一口に顧客と言っても、消費者も
年代・性別・国籍・所得等により様々で
あり、加盟店も個人事業主から大企業ま
で様々である。企業間取引においても業
界毎に課題は異なる。これら多種多様な
顧客に向けて全体的なサービスを考える
のではなく、セグメント毎の顧客をしっ
かりと分析し、具体的な課題に立脚した
サービスを考えることが重要ではないか
と思う。既存サービスの維持・改善に長
く取り組み、組織構造もそれに合わせて
きた既存金融機関にとっては、大きな視
点・思考・行動の転換が求められる。

2つ目は、決済データの利活用方法を模
索・試行することである。現時点では決
済データの利活用方法や範囲は限られて
いる。しかし、異業種・新興企業が決済
データを蓄積しはじめ、5GやIoTにより
蓄積されるデータが質・量ともに増えて
くることにより、決済データを含めた
データの利活用への模索・試行が本格化
すると思われる。プライバシーへの配慮
の必要性など不確定な要素も多いが、新
たな利活用方法を見つけ、サービスの提
供に繋げられるかどうかが、今後を左右
する可能性を秘めているだろう。

3つ目は、サービスの提供力を高めるた
めに、適切な相手とアライアンスを組み
ながら進めることである。やりたいこと
が浮かんでも、それを1社で提供するに
は、必要なスキルが幅広く、またコスト
や時間もかかりすぎるため、適切な相手
をスピーディーに選んで協業する力も、
重要な要素になってくる。

さいごに

国内のキャッシュレス決済の競争はまだ
途上ではあるが、サービスの淘汰、異業
種・新興企業と金融機関のアライアンス
が具体化するなど、新たなステップに入
りつつあるようにも感じる。一人勝ちの
状況は生まれにくく、いくつかの経済圏
で分け合う形になるだろうし、それらの
経済圏が出来るまでの経路も1つではな
く、試行錯誤の中で形勢が入れ替わりな
がら進んでいくだろう。下克上の戦国時
代のようだが、それだけに可能性を秘め
たおもしろい領域である。

COVID-19を受けたリモートワー
ク環境の実現レベル

多くの企業のIT部門では、2020年7月に
開催予定であった一大イベント、東京五
輪に向けて、リモートワークの準備に追
われていたことであろう。しかし不運に
も、東京五輪の延期が確定したにもかか
わらず、企業のリモートワークに向けた
インフラ整備は、当初想定していた計画
を大きく変え、前倒しでの対応を余儀な
くされた。

地球規模での未曽有の危機“新型コロナ
ウィルス（COVID-19）”に陥ったためで
ある。

世界中が新型コロナウィルス騒動に見舞
われ、実体経済にも大きな影響を与え
た 。 「 ロ ッ ク ダ ウ ン 等 に よ る 需 要 減
少」、「グローバルサプライチェーンの
弱体化による供給縮小」、「マーケット

急落による財政悪化」等、様々な問題を
抱えつつ、各企業は顧客へのサービス提
供を継続する必要があった。加えて、政
府の緊急事態宣言による出社制限が相
まって、オフィスに出社せずに現状の
サービスレベルを維持することが求めら
れた。つまり、リモートワークの実現が
各企業にとって、一大ミッションとなっ
たことは間違いないだろう。

弊社の調査によると、コロナ対応を受け
て、IT部門が提供するリモートワーク環
境は、3つの段階がある。

Level1：

既存業務に対して、一定サービスレベル
は下がるものの、最低限の業務ができる
ような環境を提供

Level2：

在宅でもコロナ発生以前と同じサービス
レベルでの業務継続が可能な環境を提供

Level3：
抜本的な働き方改革を見据え、今回整備
した環境をコロナ終息後も活用する前提
で環境整備

上述した3つのリモートワークのLevelに
対して、各社の目標設定や取り組むス
ピード感に違いがみられる。

本邦証券各社におけるCOVID-19
対応の実態

ここで、本邦証券会社に目を向けると、
リモートワークの取り組みは各社様々で
あるものの、大きく3つのグループに大
別されることがわかった（図表1）。

Tier1企業

コロナ騒動以前からリモートワーク環境
が全社的に準備されており、1月から在
宅勤務体制への取り組みを開始している
企業。緊急事態宣言発令時には既にリ
モートワーク環境はLevel2まで到達。継

2020 Accenture All rights reserved. © 2020 Accenture All rights reserved. ©

図表1  本邦証券会社におけるリモートワーク環境実現レベル推移 図表2  リモート接続ソリューションと求められるセキュ
               リティレベル

続してLevel3に向けて対応を加速させて
いる。

Tier2企業

2月下旬より、一部に導入していた既存
リモートワーク環境の拡張に取り組み始め、
緊急事態宣言までにLevel1相当のリモー
トワーク環境を構築。コロナ長期化を視
野にLevel2以降の検討を行うも苦戦。

Tier3企業

コロナ騒動以前からリモートワーク環境
が整備されておらず、緊急事態宣言発令
後に全社的な取り組みとして動き始めた
企業。

金融機関は他の業界に比べて、リモート
ワークが進んでいない。それは、緊急事
態宣言後も政府から金融サービスは社会
インフラとして業務継続するような基本
方針が出されていることもあるが、本邦
証券業界の中の企業別にみて、なぜこの
ような違いが出るのであろうか。

明 暗 を 分 け た 「 危 機 管 理 」 と
「初動の早さ」

Tier1の企業の中でも、2011年に起きた
東日本大震災を受け、日ごろからBCP対
策に取り組み、準備をしてきた企業があ
る。だからこそ、1月中旬には、在宅勤
務体制に移行し始める、という迅速な意
思決定ができたのであろう。このような
事前の危機管理対策を怠ってきた企業
は、コロナ発生後の危機認識が低く、初
動が遅れる傾向にある。

セキュリティ対策におけるジレンマ

最低限の業務継続ができる環境（Level1）
までこぎつけた企業も、ポストコロナを
見据えた更なる環境整備に苦戦を強いら
れている。足元の業務継続ではなく、長
期的な視点での話となると、どうしても
セキュリティやコンプライアンスの観点
が重要視される。しかし、セキュリティ
の障壁が低く、実現容易な構成を採用す
ると、ユーザビリティを失い、ビジネス
部門の反感を買うこととなる。

例えば、リモートで社内のPC環境に接
続するソリューションは、大別すると4

つの方法が存在する（図表2）。

暫定的な対応として、「③オンプレVDI

接続」や、「④オフィス自席PC遠隔」
のパターンを採用している企業も多いか
と思うが、リモートワーク環境をLevel2

まで到達させるためには、実際にオフィ
スで作業しているレベルでのインフラを
提供する必要がある。つまり、クライア
ントPC側で独立して作業を可能とする
「①直接接続」のパターンを検討する必
要がある。

しかし、PCから、直接社内LANに接続
するため、ネットワークセキュリティの
検討に加え、運用・監視におけるセキュ
リティ統制も必要であり、IT部門の負荷
が増すことは公然たる事実である。IT部
門のこうしたジレンマが、Level2以降の
変革に対する減速要素となる。

弊社では、セキュリティ、特に昨今話題
となっているSASE（Secure Access Service 

Edge）の考え方を取り入れ、セキュア
に「①直接接続」パターンを実現するソ
リューションを保持している（図表3）。
弊社は当該ソリューションの導入だけで
なく、ネットワークの監視・運用、イン
シデント対応も請け負うため、上述のIT

部門のジレンマを解決し、企業のリモー
トワーク環境をクイックにLevel2到達ま
で近づけることが可能である。

業務・働き方に即した真のデジタ
ルワークプレイス改革

今回の騒動におけるIT部門の暫定的な対
応は、一般的なオフィス業務を想定した
リモートワーク環境を整備する、といっ
た大半の社員を救うことを目的とした全
体最適な対応となっている。しかし、業
務によっては、IT部門が提供したリモー

トワーク環境では救うことができず、出
社を余儀なくされた部門もある。特に証
券業務では、専用端末を使って分離され
た環境下で作業する必要があるバック部
門や、ハイスペックPCを必要とし、会
社貸与PCまたは個人端末では不十分な
トレーディング部門、法人関係情報等、
センスティブなデータを扱うホールセー
ル部門が存在する。IT部門はこうした業
務特性に応じてリモートワーク環境を準
備することが必要である。

また、上述の現行業務を単にリモート化
するだけでは不十分である。ポストコロ
ナを見据え、各証券業務がどのような
変 革を遂げるのか、証券業務の“ new 

normal”を見据えた環境構築が肝要であ
り、当然のことながら、真のデジタル
ワークプレイスは、ビジネス部門と二人
三脚で考えるべきアジェンダである。

弊社では証券業界におけるポストコロナ
に向けた“new normal”なビジネスにつ
いて、各業務ファンクション別に検討す
べきアジェンダを整理している（図表
4）。日々お客様のビジネス部門とディ
スカッションさせていただきつつ、IT部
門として準備すべきインフラ環境の構想
を行っている。

おわりに

多くの企業では、緊急事態宣言による出
社制限下での業務継続を実現するため
に、リモートワーク環境を突貫で構築・
拡張したことであろう。しかし、今回の
騒動を一時的に乗り越えるための付け焼
刃の対応で満足せず、ポストコロナ時代
における業務の在り方を見据えながら、
ワークプレイス改革を一気呵成に推し進
めるチャンスと捉えるべきである。

(リモートワーク
実現レベル)

Level3

Level2

Level1

10,522

6,342

2,051

1,021
525

Tier1
初動

Tier2
初動

Level2
到達

Level1
到達

Tier3
初動

Level2への対応

Level1への対応

加速

減速

急ごしらえ

▲（1/15）
日本人初の感染発覚

▲（2/25）
新型コロナウィルス感染症対策の基本
方針策定（在宅勤務推奨呼びかけ、等）

※表中の棒グラフは国内の新型コロナウィルス（COVID-19）新規感染者数累計推移

▲（4/8）
緊急事態宣言発令
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はじめに

国内のキャッシュレス決済比率は2016

年時点で19.9%であり、40%～60%超の
欧米や中国、90%に達する韓国とは差が
ある。偽造通貨の割合が他国に比べて極
めて低く、引き出しや支払いにもそれほ
ど困らないため、キャッシュレスへの
強いニーズがないという事情もある（図
表1）。

これまでの国内キャッシュレス決済は、
クレジットカードの牽引により、爆発的
ではないものの安定的に伸びてきた。ま
た、近年は異業種の参入も相次ぎ競争が
激化。Fintech投資の内訳を見ても、決
済領域はウェルス＆アセットマネジメント
に次いで投資額が大きい領域であり、グロー
バル・国内ともその傾向は変わらない。

そういった民間の流れに加え、国も、少
子高齢化に伴う生産性向上や、新産業育
成等の必要性から、キャッシュレス化を
強く推進している。キャッシュレス推進
協議会が2019年に策定したキャッシュ

レス・ロードマップでは、国内のキャッ
シ ュ レ ス 決 済 比 率 を 現 在 の 2 0 % か ら
2025年までに40%に引き上げる目標が
掲げられている。未来投資会議において
も、キャッシュレス推進のための方針や
規制緩和が議論されている。

これら国による推進の時間軸と並行し
て、デジタルに抵抗のない層の割合が増
えていく人口動態の流れがある。国の政
策と人口動態の流れが重なることによ
り、国内のキャッシュレス決済は、これ
まで以上のスピードで拡大していく可能
性を秘めている。

そういった競争環境の中で、各社は何を
考えているのか、主要プレイヤー達の動
きを見ていきたい。

海外プレイヤー達の取り組み

海外については、GAFA、中国の IT企
業、および既存のメガプレイヤー達の取
り組みを紹介したい。

GAFAは、技術力を活かした独自の切り
口で決済サービスを展開し、それぞれの
圧倒的な利用ユーザに提供している。
Appleはモバイル決済事業をいち早く開
始したが、現在は自社カードを発行し、
決済からファイナンスへとサービスを拡
大している。モバイル決済では後発の
Googleは、音声認識技術を活用した決
済サービスをインドで開始し、新たな可
能性に取り組んでいる。Amazonは、決
済を意識させない新たな購買体験を提供
し、ECからリアル店舗へと領域を広げ
ている。Facebookは仮想通貨の普及に
取り組み、SNSユーザ向けにP2P送金
サービスを提供している（図表2）。

中国では、現金の安全性と利便性が高く
ない状況下で、AlipayなどのQRコード
決済が登場し、モバイル決済が急速に普
及してきた。現在では、1つのモバイル
アプリで生活全般に渡るサービスを総合
的に提供し、各サービスと決済・金融
サービスを繋げて大きな経済圏を形成し
つつある。

既存のメガプレイヤーであるクレジット
カードの国際ブランド達は、買収やアラ
イアンスを梃に、決済と親和性のある領
域への進出を志向している。VISAは、
POS事業社を買収するなど、加盟店への
サービスを深掘ろうとしているように見
える。MasterCardは、クロスボーダー
取引に関する事業社を買収したり、新た
な決済プラットフォーム作りにR3社と
協業している。

国内における取り組み

では、国内企業の取り組みはどうか。消
費者向けの決済ビジネスは、海外の取り
組みを参考に様々な企業が一斉に参入
し、激しい競争環境にある。また、法人
向けでは、独自の切り口のサービスも生
まれつつある。

消費者向けキャッシュレス決済は、クレ
ジットカードや交通系プリペイドカード
が牽引してきたが、Apple/Google Pay

の参入、QRコード決済事業社の参入、

インバウンド顧客の取り込みに向けた、
海外で普及するType A/B規格の非接触
決済の参入など、激しい競争が繰り広げ
られている。乱立するQRコード決済で
は、異業種ではPaypayに勢いを感じる
が、金融機関による攻勢の行方も興味深
い。一部で淘汰や集約の動きも見られる
が、規格内の競争×規格間の競争という
複雑な競争は、今後も続くだろう。

また、国内でも中国のように経済圏を形
成する動きが加速している。Softbank

グループは、PaypayおよびYahooカー
ドで決済に参入し、ECサイト等のサー
ビスと決済を繋げている。モビリティで
はトヨタと提携するなど、経済圏の拡充
に向けた取り組みも始めている。

国内の金融メガグループの各社は、アラ
イアンスを梃に、それぞれの切り口で決
済 領 域 で の 巻 き 返 し を 図 っ て い る 。
MUFGはAkamai社との協業で設立した
Go-netにより、ブロックチェーンを活
用した新たな決済ネットワークの構築

に取り組んでいる。SMFGは、VISA、
GMO Payment Gateway社と協業して、
新決済システム・サービスの提供を開
始。MHFGは、QRコード決済に参入
し、地銀などと提携しながら利用者の拡
大を図っている。

業界固有の課題解決を目指す法人向けの
取り組みも活発だ。SMFG、コマツ、
INCJは、中小建設業者を支援する金融プ
ラットフォームの構築に取り組んでい
る。これは、中小建設業者が抱える業務
負荷やキャッシュフローの課題に対し、
決済と金融を切り口に解決を図ろうとす
るもので興味深い。また、特定のコミュ
ニティの課題に応えるサービスの例とし
て、日本郵船がフィリピンのTDG、およ
び弊社と協業して導入したMarCoPayが
ある。これは、船上での給与支払いや売
買、母国への送金等に使われる電子通貨
プラットフォームであり、船上という特
殊な空間での現金決済・保管の不便さや
リスクに応えている。

今後のポイント

このような競争環境で生き残っていくた
めにどのような視点で取り組むべきか。
重要なポイントが3つある。

1つ目は、顧客目線を徹底して具体性な
課題に応えるサービスを提供することで
ある。一口に顧客と言っても、消費者も
年代・性別・国籍・所得等により様々で
あり、加盟店も個人事業主から大企業ま
で様々である。企業間取引においても業
界毎に課題は異なる。これら多種多様な
顧客に向けて全体的なサービスを考える
のではなく、セグメント毎の顧客をしっ
かりと分析し、具体的な課題に立脚した
サービスを考えることが重要ではないか
と思う。既存サービスの維持・改善に長
く取り組み、組織構造もそれに合わせて
きた既存金融機関にとっては、大きな視
点・思考・行動の転換が求められる。

2つ目は、決済データの利活用方法を模
索・試行することである。現時点では決
済データの利活用方法や範囲は限られて
いる。しかし、異業種・新興企業が決済
データを蓄積しはじめ、5GやIoTにより
蓄積されるデータが質・量ともに増えて
くることにより、決済データを含めた
データの利活用への模索・試行が本格化
すると思われる。プライバシーへの配慮
の必要性など不確定な要素も多いが、新
たな利活用方法を見つけ、サービスの提
供に繋げられるかどうかが、今後を左右
する可能性を秘めているだろう。

3つ目は、サービスの提供力を高めるた
めに、適切な相手とアライアンスを組み
ながら進めることである。やりたいこと
が浮かんでも、それを1社で提供するに
は、必要なスキルが幅広く、またコスト
や時間もかかりすぎるため、適切な相手
をスピーディーに選んで協業する力も、
重要な要素になってくる。

さいごに

国内のキャッシュレス決済の競争はまだ
途上ではあるが、サービスの淘汰、異業
種・新興企業と金融機関のアライアンス
が具体化するなど、新たなステップに入
りつつあるようにも感じる。一人勝ちの
状況は生まれにくく、いくつかの経済圏
で分け合う形になるだろうし、それらの
経済圏が出来るまでの経路も1つではな
く、試行錯誤の中で形勢が入れ替わりな
がら進んでいくだろう。下克上の戦国時
代のようだが、それだけに可能性を秘め
たおもしろい領域である。

COVID-19を受けたリモートワー
ク環境の実現レベル

多くの企業のIT部門では、2020年7月に
開催予定であった一大イベント、東京五
輪に向けて、リモートワークの準備に追
われていたことであろう。しかし不運に
も、東京五輪の延期が確定したにもかか
わらず、企業のリモートワークに向けた
インフラ整備は、当初想定していた計画
を大きく変え、前倒しでの対応を余儀な
くされた。

地球規模での未曽有の危機“新型コロナ
ウィルス（COVID-19）”に陥ったためで
ある。

世界中が新型コロナウィルス騒動に見舞
われ、実体経済にも大きな影響を与え
た 。 「 ロ ッ ク ダ ウ ン 等 に よ る 需 要 減
少」、「グローバルサプライチェーンの
弱体化による供給縮小」、「マーケット

急落による財政悪化」等、様々な問題を
抱えつつ、各企業は顧客へのサービス提
供を継続する必要があった。加えて、政
府の緊急事態宣言による出社制限が相
まって、オフィスに出社せずに現状の
サービスレベルを維持することが求めら
れた。つまり、リモートワークの実現が
各企業にとって、一大ミッションとなっ
たことは間違いないだろう。

弊社の調査によると、コロナ対応を受け
て、IT部門が提供するリモートワーク環
境は、3つの段階がある。

Level1：

既存業務に対して、一定サービスレベル
は下がるものの、最低限の業務ができる
ような環境を提供

Level2：

在宅でもコロナ発生以前と同じサービス
レベルでの業務継続が可能な環境を提供

Level3：
抜本的な働き方改革を見据え、今回整備
した環境をコロナ終息後も活用する前提
で環境整備

上述した3つのリモートワークのLevelに
対して、各社の目標設定や取り組むス
ピード感に違いがみられる。

本邦証券各社におけるCOVID-19
対応の実態

ここで、本邦証券会社に目を向けると、
リモートワークの取り組みは各社様々で
あるものの、大きく3つのグループに大
別されることがわかった（図表1）。

Tier1企業

コロナ騒動以前からリモートワーク環境
が全社的に準備されており、1月から在
宅勤務体制への取り組みを開始している
企業。緊急事態宣言発令時には既にリ
モートワーク環境はLevel2まで到達。継
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図表3  Secure Emergency Remote Access（SERA）Services
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図表4  証券業界の“New Normal”アジェンダ

続してLevel3に向けて対応を加速させて
いる。

Tier2企業

2月下旬より、一部に導入していた既存
リモートワーク環境の拡張に取り組み始め、
緊急事態宣言までにLevel1相当のリモー
トワーク環境を構築。コロナ長期化を視
野にLevel2以降の検討を行うも苦戦。

Tier3企業

コロナ騒動以前からリモートワーク環境
が整備されておらず、緊急事態宣言発令
後に全社的な取り組みとして動き始めた
企業。

金融機関は他の業界に比べて、リモート
ワークが進んでいない。それは、緊急事
態宣言後も政府から金融サービスは社会
インフラとして業務継続するような基本
方針が出されていることもあるが、本邦
証券業界の中の企業別にみて、なぜこの
ような違いが出るのであろうか。

明 暗 を 分 け た 「 危 機 管 理 」 と
「初動の早さ」

Tier1の企業の中でも、2011年に起きた
東日本大震災を受け、日ごろからBCP対
策に取り組み、準備をしてきた企業があ
る。だからこそ、1月中旬には、在宅勤
務体制に移行し始める、という迅速な意
思決定ができたのであろう。このような
事前の危機管理対策を怠ってきた企業
は、コロナ発生後の危機認識が低く、初
動が遅れる傾向にある。

セキュリティ対策におけるジレンマ

最低限の業務継続ができる環境（Level1）
までこぎつけた企業も、ポストコロナを
見据えた更なる環境整備に苦戦を強いら
れている。足元の業務継続ではなく、長
期的な視点での話となると、どうしても
セキュリティやコンプライアンスの観点
が重要視される。しかし、セキュリティ
の障壁が低く、実現容易な構成を採用す
ると、ユーザビリティを失い、ビジネス
部門の反感を買うこととなる。

例えば、リモートで社内のPC環境に接
続するソリューションは、大別すると4

つの方法が存在する（図表2）。

暫定的な対応として、「③オンプレVDI

接続」や、「④オフィス自席PC遠隔」
のパターンを採用している企業も多いか
と思うが、リモートワーク環境をLevel2

まで到達させるためには、実際にオフィ
スで作業しているレベルでのインフラを
提供する必要がある。つまり、クライア
ントPC側で独立して作業を可能とする
「①直接接続」のパターンを検討する必
要がある。

しかし、PCから、直接社内LANに接続
するため、ネットワークセキュリティの
検討に加え、運用・監視におけるセキュ
リティ統制も必要であり、IT部門の負荷
が増すことは公然たる事実である。IT部
門のこうしたジレンマが、Level2以降の
変革に対する減速要素となる。

弊社では、セキュリティ、特に昨今話題
となっているSASE（Secure Access Service 

Edge）の考え方を取り入れ、セキュア
に「①直接接続」パターンを実現するソ
リューションを保持している（図表3）。
弊社は当該ソリューションの導入だけで
なく、ネットワークの監視・運用、イン
シデント対応も請け負うため、上述のIT

部門のジレンマを解決し、企業のリモー
トワーク環境をクイックにLevel2到達ま
で近づけることが可能である。

業務・働き方に即した真のデジタ
ルワークプレイス改革

今回の騒動におけるIT部門の暫定的な対
応は、一般的なオフィス業務を想定した
リモートワーク環境を整備する、といっ
た大半の社員を救うことを目的とした全
体最適な対応となっている。しかし、業
務によっては、IT部門が提供したリモー

トワーク環境では救うことができず、出
社を余儀なくされた部門もある。特に証
券業務では、専用端末を使って分離され
た環境下で作業する必要があるバック部
門や、ハイスペックPCを必要とし、会
社貸与PCまたは個人端末では不十分な
トレーディング部門、法人関係情報等、
センスティブなデータを扱うホールセー
ル部門が存在する。IT部門はこうした業
務特性に応じてリモートワーク環境を準
備することが必要である。

また、上述の現行業務を単にリモート化
するだけでは不十分である。ポストコロ
ナを見据え、各証券業務がどのような
変 革を遂げるのか、証券業務の“ new 

normal”を見据えた環境構築が肝要であ
り、当然のことながら、真のデジタル
ワークプレイスは、ビジネス部門と二人
三脚で考えるべきアジェンダである。

弊社では証券業界におけるポストコロナ
に向けた“new normal”なビジネスにつ
いて、各業務ファンクション別に検討す
べきアジェンダを整理している（図表
4）。日々お客様のビジネス部門とディ
スカッションさせていただきつつ、IT部
門として準備すべきインフラ環境の構想
を行っている。

おわりに

多くの企業では、緊急事態宣言による出
社制限下での業務継続を実現するため
に、リモートワーク環境を突貫で構築・
拡張したことであろう。しかし、今回の
騒動を一時的に乗り越えるための付け焼
刃の対応で満足せず、ポストコロナ時代
における業務の在り方を見据えながら、
ワークプレイス改革を一気呵成に推し進
めるチャンスと捉えるべきである。
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